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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

① 当連結会計年度の概況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、円安や原油安による大手製造業の業績改善に加え、後半は消費増税の

影響からの回復もあって、景気は緩やかな回復基調となりました。しかしながら、円安・コスト高による中堅・

中小製造業の業績悪化や、中国など新興国の景気減衰など、先行き不透明な状況が続きました。

　当社グループの属する情報サービス業界では、企業の投資意欲からＩＴ投資は緩やかな増加傾向ではあります

が、先行き不透明な景況感から投資にあたっての慎重な姿勢は依然として継続しています。その一方で、ビッグ

データやＩｏＴ／Ｍ２Ｍ（Internet of Things/Machine to Machine）など、新たな技術の利活用への動きが活発

化しております。

このような環境において、当社グループは、今年度は、中期経営計画「Renaissance21（ルネッサンス21）」の

２年目として、中期経営計画の成長戦略達成に向けて、営業力と技術力の強化により事業の成長を確実なものと

し、人材・組織の強化と採算性の向上で事業基盤を固め、経営計画の必達に努めてまいりました。

　具体的には、ＩｏＴ／Ｍ２Ｍ、環境エネルギー、ヘルスケアなど重点分野への集中営業による顧客や案件の開

拓、既存顧客への提案営業による深耕開拓を行うとともに、昨年７月に三井物産グループとの資本業務提携を結

ぶなど営業・販売チャネルの拡大に努めてまいりました。

　また、重点分野を中心として、顧客価値の向上を図るため、ソリューションの開発や先端技術の開発、技術者

育成に取り組み、技術力の強化に努めてまいりました。

　さらに、事業の成長・発展の基盤となる人材育成や組織風土改革等の環境整備に取り組むとともに、源流管理

やプロセス管理等のプロジェクト遂行力や品質管理の強化による事業採算性の向上に、継続的に努めてまいりま

した。

　当連結会計年度の業績は、受注高は129億41百万円（前連結会計年度比6.5%減）、売上高は129億18百万円（同

6.1%減）、利益面では、営業利益２億26百万円（同82.5%増）、経常利益２億26百万円（同74.5%増）、当期純利益は

87百万円（同36.2%増）となりました。

　

② 事業別の状況

〔ビジネス・ソリューション事業〕

　当事業では、移動体通信事業者向けシステム開発は堅調に推移しましたが、株式会社安川電機グループのＩＴ

投資においてグローバルＥＲＰプロジェクトは一巡により減少しました。

　その結果、受注高は44億95百万円（前連結会計年度比9.1%減）となり、売上高は45億71百万円（同9.1%減）と

なりました。

〔組込制御ソリューション事業〕

　当事業では、産業機器向けの製品組込ソフト開発は減少しましたが、医療機器向けのソフト開発は好調で、

Ｍ２Ｍ等の情報機器の需要も高く推移し、水処理や産業用電気機械向け制御システムの売上も増加しました。

　その結果、受注高は58億１百万円（同0.6%増）となり、売上高は58億81百万円（同3.6%増）となりました。

　

〔医療・公益ソリューション事業〕

　当事業では、医療機関向けソリューションサービスは堅調に推移し、健康保険者向けの大規模システム構築は

増加しましたが、インターネット・セキュリティ関連製品は減少しました。

　その結果、受注高は26億44百万円（同15.5%減）となり、売上高は24億66百万円（同19.2%減）となりました。

③ 次連結会計年度の見通し

今後の見通しにつきましては、円安や物価上昇等の影響により企業収益は業種等により明暗ありますが、景気

は緩やかな回復を続けるものと思われます。

当社グループの属する情報サービス業界では、ビッグデータやＩｏＴ／Ｍ２Ｍ等の新たな市場の拡大が加速す

るとともに、マイナンバー制度対応、情報セキュリティやガバナンスの強化等、社会における新たな課題に対す

るＩＴニーズも増えてくるものと思われます。

このような環境の中で、当社グループは、中期経営計画「Renaissance21（ルネッサンス21）」の最終年度とし
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て、以下の方針を掲げ、明確な営業・技術戦略と実行力で重点事業を成長軌道に乗せ、人材・組織の強化と事業

採算性の追求により、将来への成長基盤固めに努めてまいります。

　

１．高付加価値ビジネスモデルへの展開と受注拡大

２．市場競争に打ち勝つ技術・製品の開発

３．組織力強化のための人的基盤の確立

４．成長に向けた構造改革の推進と企業力向上

　

　現時点での平成28年３月期の連結業績予想につきましては以下のとおりです。

第2四半期連結累計期間 通 期

売 上 高 ６，２５０ 百万円 １３，８００ 百万円

営 業 利 益 ４０ 百万円 ２４０ 百万円

経 常 利 益 ４０ 百万円 ２４０ 百万円

当 期 純 利 益 ２０ 百万円 １００ 百万円

なお、文中における将来に関する記述は、本資料の発表日（平成27年４月17日）において入手可能な情報及び

合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因によって大きく異なる可能性が

あります。

　

（２）財政状態に関する分析

① 資産

　当連結会計年度末の流動資産は67億47百万円（前連結会計年度末比３億52百万円増）となりました。これは、

主として仕掛品が２億81百万円増加したこと、現金及び預金が２億20百万円増加したこと、繰延税金資産が91百

万円減少したこと等によるものです。

　固定資産は23億20百万円（同６億69百万円減）となりました。これは、主として前払年金費用が15億１百万円

減少したこと、繰延税金資産が７億３百万円増加したこと等により、投資その他の資産が７億26百万円減少した

こと等によるものです。

　この結果、資産合計は90億68百万円（同３億16百万円減）となりました。

② 負債

　当連結会計年度末の流動負債は35億54百万円（同２億30百万円増）となりました。これは、主としてその他が

１億33百万円増加したこと、未払金が76百万円増加したこと、未払費用が22百万円減少したこと等によるもので

す。

　固定負債は34億72百万円（同５億96百万円増）となりました。これは、主として退職給付に係る負債が30億89

百万円増加したこと、退職給付引当金が23億60百万円減少したこと等によるものです。

　この結果、負債合計は70億27百万円（同８億26百万円増）となりました。

③ 純資産

　当連結会計年度末の純資産合計は20億41百万円（同11億43百万円減）となりました。これは、主として退職給

付に係る調整累計額が12億51百万円減少したこと、利益剰余金が87百万円増加したこと等によるものです。

④ キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末より２億20百万円増加し、15億59

百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況につきましては、次のとおりです。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、退職給付引当金の減少23億60百万円、たな卸資産

の増加２億77百万円があったものの、前払年金費用の減少15億１百万円、退職給付に係る負債の増加11億54百

万円、税金等調整前当期純利益２億42百万円等があったこと等により、３億80百万円（前年同期比４億89百万

円増）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却41百万円があったものの、無

形固定資産の取得１億19百万円、有形固定資産の取得51百万円があったこと等により、△１億57百万円（同64

百万円減）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、ファイナンス・リース債務の返済１百万円、少数

株主への配当金の支払１百万円により、△２百万円（同０百万円減）となりました。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期

自己資本比率 36.5 37.8 34.9 33.8 22.4

時価ベースの自己資本比率 47.5 39.5 36.2 39.5 55.0

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

0.0 0.0 0.1 ― 0.0

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

2,242.6 2,755.5 163.4 ― 1,242.5

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

３ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。

　営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使

用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負

債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を

使用しております。

４ 平成26年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率およびインタレスト・ガバレッジ・レシオは、営

業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社グループは、株主の皆さまに対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして認識し、将来にわたり企業競

争力を維持・向上させ、企業価値の最大化を目指すことにより株主の皆さまへの利益還元を図りたいと考えていま

す。

　このような観点から、利益配分につきましては、今後の事業拡大に向けた内部資金の確保と株主各位への長期に

わたる安定的な配当を念頭に、財政状況、利益水準、配当性向等を総合的に勘案して実施することを基本方針とし

ています。

　当期における期末配当金は、業績、今後の事業展開および財務体質等を総合的に勘案し、無配とさせていただき、

これにより年間配当金も無配となります。

　当社といたしましては、全社一丸となって経営体質の強化を図り、収益力の向上に努め、復配できる状況となる

よう努めてまいります。
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（４）事業等のリスク

　当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがありま

す。

　なお、文中における将来に関する事項は、本資料の発表日（平成27年４月17日）現在において、当社グループが

判断したものです。

　

（特定の販売先への依存度）

　当社グループの販売先のうち、富士通株式会社及びそのグループ会社への販売は、平成27年３月期売上高の

12.3%を占める状態です。

　したがって、同社や同社グループ会社と当社グループとの取引が縮小された場合には、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。

　

（プロジェクト管理）

　当社グループでは、システム構築やソフトウェア開発等のプロジェクト管理の重要性を認識し、その強化を

図っていますが、予期し得ない事態の発生により、個別プロジェクトの中断や遅滞、採算悪化を招き、大規模

な場合は当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

（商品・サービスの品質問題）

　当社グループは、品質の重要性を認識し、設計・開発・生産・保守・運用の各場面において社内基準に基づ

いた品質管理を行っています。しかしながら、当社グループの提供する商品・サービスにおいて、品質上の問

題が発生した場合には、手直し・回収等の追加コストの発生や損害賠償等により、当社グループの業績や財務

状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

（新商品・新サービスの開発力）

　当社グループの成長は、新商品・新サービスの開発と販売、さらには事業化へと拡大されることにより促さ

れます。しかしながら、ビジネス展開のできる新商品・新サービスを開発できない場合には、将来の成長と収

益性を低下させ、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

（個人情報・機密情報管理）

　当社グループでは、個人情報をはじめとする顧客の重要情報を社内ルールに基づき厳重に管理し、パソコン

等の情報資産に対するセキュリティ管理、従業員への教育、外部委託先との秘密保持契約等を行い、当社グル

ープからの情報漏えいを未然に防ぐ措置を講じています。

　しかしながら、当社グループから万一顧客の重要情報が漏えい、不正使用された場合、さらにはそれに伴う

損害賠償責任が発生した場合には、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

（知的財産権）

　当社グループでは、特許や著作権等の知的財産権の確保が事業遂行上重要な事項と認識し、当社グループ独

自の技術・ノウハウ等の保護・保全や第三者の知的財産権を侵害しないよう十分な注意を払っています。

　しかしながら、当社グループにおいて知的財産権に関する問題が発生した場合には、当社グループの業績や

財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

２．企業集団の状況

当社および当社の関係会社（当社、子会社２社、その他の関係会社１社で構成）は、情報システムの構築・運営、情

報処理ソフトウェアの開発・販売等の情報処理サービスの提供を行っています。

当社はシステムに用いられるソフトウェアの開発およびシステムの運用、保守に当たり、子会社株式会社安川情報九

州、安川情報エンベデッド株式会社にその一部を委託し、これらの会社から当社に対し技術者の派遣を受けています。
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なお、株式会社安川電機は、平成26年８月に当社株式を一部譲渡したことより、当社の親会社からその他関係会社と

なりました。

以上述べました事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針、目標とする経営指標、会社の対応すべき課題 （２）中長期的な会社の経営戦略

　平成25年３月期決算短信（平成25年４月17日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を

省略しております。

　当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ホームページ）

http://www.ysknet.co.jp/about/ir/financing/index.html

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ））

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年３月20日)

当連結会計年度
(平成27年３月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,339,514 1,559,915

受取手形及び売掛金 3,683,531 3,644,714

商品及び製品 80,628 76,419

仕掛品 744,640 1,026,006

原材料及び貯蔵品 10,916 11,132

繰延税金資産 432,222 341,177

その他 109,046 92,384

貸倒引当金 △5,038 △3,920

流動資産合計 6,395,461 6,747,829

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 228,538 222,626

機械装置及び運搬具（純額） 2,435 2,141

土地 393,076 393,076

その他（純額） 52,867 55,262

有形固定資産合計 676,918 673,107

無形固定資産

リース資産 1,547 119

ソフトウエア 86,421 85,103

その他 37,756 101,602

無形固定資産合計 125,724 186,825

投資その他の資産

投資有価証券 80,692 111,959

前払年金費用 1,501,509 ―

繰延税金資産 446,735 1,150,194

その他 158,206 198,456

投資その他の資産合計 2,187,143 1,460,609

固定資産合計 2,989,787 2,320,542

資産合計 9,385,249 9,068,372
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年３月20日)

当連結会計年度
(平成27年３月20日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 962,897 989,055

リース債務 1,499 124

未払金 880,358 957,097

未払費用 1,139,805 1,117,317

未払法人税等 53,297 69,001

役員賞与引当金 700 3,200

その他 285,992 419,059

流動負債合計 3,324,551 3,554,856

固定負債

リース債務 124 ―

退職給付引当金 2,360,912 ―

退職給付に係る負債 ― 3,089,227

役員退職慰労引当金 28,454 35,854

長期未払金 364,509 198,246

繰延税金負債 ― 2,044

その他 121,578 146,802

固定負債合計 2,875,579 3,472,175

負債合計 6,200,131 7,027,031

純資産の部

株主資本

資本金 664,000 664,000

資本剰余金 318,000 318,000

利益剰余金 2,155,611 2,242,927

自己株式 △99 △99

株主資本合計 3,137,512 3,224,828

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 32,958 54,085

退職給付に係る調整累計額 － △1,251,658

その他の包括利益累計額合計 32,958 △1,197,572

少数株主持分 14,646 14,084

純資産合計 3,185,117 2,041,340

負債純資産合計 9,385,249 9,068,372
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成25年３月21日
　至 平成26年３月20日)

当連結会計年度
(自 平成26年３月21日
　至 平成27年３月20日)

売上高 13,760,769 12,918,883

売上原価 11,333,008 10,204,176

売上総利益 2,427,761 2,714,707

販売費及び一般管理費 2,303,531 2,488,042

営業利益 124,229 226,664

営業外収益

受取利息 391 416

受取配当金 1,066 1,114

法人税等還付加算金 25 536

その他 8,410 1,186

営業外収益合計 9,894 3,254

営業外費用

支払利息 269 306

売上債権売却損 2,678 3,083

その他 1,463 236

営業外費用合計 4,411 3,625

経常利益 129,712 226,293

特別利益

固定資産売却益 ― 16,947

特別利益合計 ― 16,947

特別損失

固定資産除却損 10,048 52

関係会社整理損 ― 55

ゴルフ会員権評価損 ― 170

特別損失合計 10,048 277

税金等調整前当期純利益 119,664 242,962

法人税、住民税及び事業税 67,262 92,489

法人税等調整額 △13,354 62,626

法人税等合計 53,907 155,116

少数株主損益調整前当期純利益 65,757 87,846

少数株主利益 1,668 530

当期純利益 64,089 87,315
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成25年３月21日
　至 平成26年３月20日)

当連結会計年度
(自 平成26年３月21日
　至 平成27年３月20日)

少数株主損益調整前当期純利益 65,757 87,846

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,647 21,214

その他の包括利益合計 1,647 21,214

包括利益 67,405 109,060

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 65,726 108,443

少数株主に係る包括利益 1,678 617
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成25年３月21日 至 平成26年３月20日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 664,000 318,000 2,091,522 △99 3,073,423

当期変動額

当期純利益 64,089 64,089

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 64,089 ― 64,089

当期末残高 664,000 318,000 2,155,611 △99 3,137,512

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券評価差

額金

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 31,321 31,321 13,327 3,118,072

当期変動額

当期純利益 64,089

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
1,637 1,637 1,318 2,956

当期変動額合計 1,637 1,637 1,318 67,045

当期末残高 32,958 32,958 14,646 3,185,117
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当連結会計年度(自 平成26年３月21日 至 平成27年３月20日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 664,000 318,000 2,155,611 △99 3,137,512

当期変動額

当期純利益 87,315 87,315

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 87,315 ― 87,315

当期末残高 664,000 318,000 2,242,927 △99 3,224,828

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券評価差

額金

退職給付に係る調整累

計額

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 32,958 ― 32,958 14,646 3,185,117

当期変動額

当期純利益 87,315

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
21,127 △1,251,658 △1,230,530 △562 △1,231,093

当期変動額合計 21,127 △1,251,658 △1,230,530 △562 △1,143,777

当期末残高 54,085 △1,251,658 △1,197,572 14,084 2,041,340
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成25年３月21日
　至 平成26年３月20日)

当連結会計年度
(自 平成26年３月21日
　至 平成27年３月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 119,664 242,962

減価償却費 113,498 80,830

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,954 △1,118

前払年金費用の増減額（△は増加） 172,533 1,501,509

役員賞与引当金の増減額（△は減少） ― 2,500

退職給付引当金の増減額（△は減少） 95,809 △2,360,912

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） ― 1,154,670

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,000 7,400

受取利息及び受取配当金 △1,458 △1,531

支払利息 269 306

固定資産除却損 10,048 52

固定資産売却損益（△は益） ― △16,947

関係会社整理損 ― 55

ゴルフ会員権評価損 ― 170

売上債権の増減額（△は増加） △755,405 38,816

たな卸資産の増減額（△は増加） △162,019 △277,372

仕入債務の増減額（△は減少） 601,554 26,157

未払金の増減額（△は減少） △130,659 67,444

未払費用の増減額（△は減少） 120,516 △22,488

未払消費税等の増減額（△は減少） △21,732 160,395

長期未払金の増減額（△は減少） △181,612 △166,262

その他 85,981 △14,022

小計 76,942 422,617

利息及び配当金の受取額 1,457 1,531

利息の支払額 △269 △306

法人税等の支払額 △188,340 △79,960

法人税等の還付額 884 36,434

営業活動によるキャッシュ・フロー △109,324 380,316

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △45,865 △51,927

有形固定資産の売却による収入 ― 41,183

無形固定資産の取得による支出 △52,074 △119,362

無形固定資産の売却による収入 ― 18,174

投資有価証券の取得による支出 △123 △148

その他 5,154 △45,226

投資活動によるキャッシュ・フロー △92,908 △157,307

財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支
出

△1,428 △1,428

少数株主への配当金の支払額 △360 △1,180

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,788 △2,608

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △204,020 220,401

現金及び現金同等物の期首残高 1,543,535 1,339,514

現金及び現金同等物の期末残高 1,339,514 1,559,915
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

　該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ２社

連結子会社名

㈱安川情報九州

安川情報エンベデッド㈱

２ 持分法の適用に関する事項

持分法適用の非連結子会社及び持分法適用の関連会社はありません。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、全て連結決算日であります。

４ 会計処理基準に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

（イ）評価基準

… 原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（ロ）評価方法

・商 品 … 移動平均法

・仕掛品 … 個別法

・貯蔵品 … 移動平均法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

… 定率法

　但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用しており

ます。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～40年

機械装置及び運搬具 17年

②無形固定資産（リース資産を除く）

… 定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法、市場販

売目的のソフトウェアについては、見込販売数量に基づく償却額と見込販売可能期間（原則３年）に基づく

均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却する方法を採用しております。
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③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

… リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法

（3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②受注損失引当金

　受注制作のソフトウェア等に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注制作のソフト

ウェア等のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる案件について、

損失見込額を計上しております。

③役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上してお

ります。

④役員退職慰労引当金

　連結子会社については、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

（4）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により

費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしておりま

す。

③小規模企業等における簡便法の採用

　連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付一時金制度については、退職給

付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とし、企業年金制度については、直近の年金財政計算上の数

理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(会計方針の変更)

　（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給

付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適

用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債

として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上して

おります。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結

会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減してお

ります。
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　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が3,089,227千円計上されるとともに、退職給付に

係る調整累計額が1,251,658千円減少しております。

　なお、１株当たり純資産額は69.54円減少しております。

　

(未適用の会計基準等)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日）

１ 概要

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開

示の拡充等について改正されました。

２ 適用予定日

　退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成28年３月期の期首から適用します。

　なお、当該会計基準等には経過的な取り扱いが定められているため、過去の期間の連結財務諸表に対して遡及

適用しません。

３ 当該会計基準等の適用による影響

　退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中

であります。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前連結会計年度（自 平成25年３月21日 至 平成26年３月20日）及び当連結会計年度（自 平成26年３月21日

至 平成27年３月20日）

　当社グループ（当社および連結子会社）は、情報サービス事業の単一セグメントのため、記載を省略しておりま

す。

【関連情報】

前連結会計年度（自 平成25年３月21日 至 平成26年３月20日）

１．製品及びサービスごとの情報

当社グループは、情報サービス事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略しております。

　

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名

株式会社安川電機 2,059,709 情報サービス事業

　

当連結会計年度（自 平成26年３月21日 至 平成27年３月20日）

１．製品及びサービスごとの情報

当社グループは、情報サービス事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略しております。
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（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名

株式会社安川電機 1,911,620 情報サービス事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

（自 平成25年３月21日
　 至 平成26年３月20日）

当連結会計年度
（自 平成26年３月21日

　 至 平成27年３月20日）

１株当たり純資産額 176円14銭 112円63銭

１株当たり当期純利益金額 3円56銭 4円85銭

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

（平成26年３月20日）
当連結会計年度

（平成27年３月20日）

純資産の部の合計額（千円） 3,185,117 2,041,340

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 14,646 14,084

（うち少数株主持分（千円）） (14,646) (14,084)

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 3,170,470 2,027,256

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式数（千株）

17,999 17,999

３ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

（自 平成25年３月21日
　 至 平成26年３月20日）

当連結会計年度
（自 平成26年３月21日

　 至 平成27年３月20日）

当期純利益（千円） 64,089 87,315

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株主に係る当期純利益（千円） 64,089 87,315

普通株主の期中平均株式数（千株） 17,999 17,999

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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